
１　歳入の状況　 ～特別区税は、３年連続300億円を上回る～ （単位：億円）

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

282 288 296 276 277 282 288 302 310 320

219 211 182 188 162 160 173 187 193 172

59 53 51 49 49 47 52 61 83 69

560 552 529 513 488 489 513 550 585 561

67 74 117 105 115 113 121 128 134 143

28 34 65 50 33 36 38 29 47 30

26 33 28 20 65 72 62 58 64 69

51 55 46 47 49 54 53 56 53 62

172 196 256 222 262 275 274 271 298 303
732 748 785 735 750 764 787 821 883 864

　

２　歳出の状況 ～大きな割合を占める扶助費と投資的経費～ （単位：億円）

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

200 196 199 193 193 186 182 188 188 195

83 88 95 123 135 137 141 154 172 185

39 32 31 26 22 20 21 16 15 15

322 316 325 342 350 343 344 358 374 394

36 56 84 45 63 85 74 117 102 97

274 238 261 256 231 224 272 228 299 261

65 73 65 59 70 74 69 71 78 80

697 683 735 702 714 726 759 774 854 832

3　基金の状況 ～基金残高は、平成3年度の規模を維持～ （単位：億円）

4　起債の状況 ～起債残高は、引き続き減少～ （単位：億円）

（単位：億円）

5　財政構造の弾力性 ～経常収支比率は、再び適正水準を上回る～ （単位：％）

6　収支の均衡　　 ～実質収支比率は、おおむね適正比率を維持～ （単位：億円）
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・28年度普通会計決算における歳入総額は、864億円で、27年度より19億円、2.2％の減となりました。

・特別区税は、23年度以降は6年連続の増加となり、3年続けて300億円を超える収入となりました。

・人件費は、歳出全体の23.4％を占めています。その推移は、行財政改革の推進により、25年度まで減少傾向
にありました。その後も職員数の適正化に取り組んでいますが、歳出全体に占める割合は特別区平均を上回る状
況が続いています。

合      計

・28年度は27年度を6.0ポイント上回る82.8％となり、再び適正水準を上回りました。今後も、少子高齢化へ
の対応や待機児童対策など更なる扶助費などの増加が見込まれるため、より一層適切な予算編成と執行を行う必
要があります。

・特別区交付金は、25年度から増加していましたが、法人住民税の国税化等の影響により、大幅な減となりま
した。

・区債残高は、普通債、減税補填債等ともに年々減少しています。

・２２年度以降、第六中学校の改築、総合体育館建設、福祉センター及び教育センター建て替え等の大規模施設
の整備に活用しながら、基金を一定規模維持しています。
　今後も、適切な予算編成と執行により生じた財源を基金に積み立て、区民の福祉の増進のため、必要な施策へ
有効に活用していきます。

・実質単年度収支は、13年度以降黒字で推移していましたが、23年度から25年度までの3年間と27年度はマ
イナス収支となりましたが、2８年度は黒字となりました。

扶助費

公債費

・実質収支比率は、28年度は、標準財政規模が1億円増加したものの、実質収支額が1億円の増となったことに
より、27年度を0.2ポイント上回る5.5％となりました。

投資的経費

他会計繰出金

その他経費

・扶助費は、歳出全体の22.2％を占めています。本格的な少子高齢社会が進展する中、子育て支援施策・高齢

者施策・障害者施策の充実、生活保護費など、社会保障関係経費の増加は今後も避けられない見込みです。

・投資的経費は、歳出全体の11.6％を占めており、その推移は増加傾向にありますが、28年度は、児童相談所
用地取得による増があったものの、区民センター改修工事の終了等により、27年度よりも5.6％減少しました。

平成28年度文京区財政状況の概要

年度区分

年度区分

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

616 638 630 626 704 695 710 762 818 825

405 464 520 594 588 579 620 614 670 673

3 4 6 6 1 1 3 5 7 8

180 195 225 253 242 231 227 266 270 270

222 265 289 335 346 347 390 344 392 395

121 82 73 86 61 55 92 42 109 61

17 23 18 12 68 64 51 49 54 58

内　訳

減債基金

財政調整基金

特定目的基金

基金取崩額

当初予算額

基金残高

　

基金積立額

年度区分

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

72.8 74.8 78.3 81.8 86.1 85.7 83.2 80.4 76.8 82.8

75.3 76.1 82.1 85.7 86.4 85.8 82.8 80.7 77.8 79.3

92.0 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5

文京区

特別区平均

全国市町村平均

区分 年度

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

28 46 49 33 33 37 29 46 29 30

3 18 3 △ 16 0 4 △ 8 17 △ 17 1

14 16 29 28 17 17 19 39 24 27

- - - - 23 28 23 - 19 27

546 578 572 542 493 477 483 509 549 550

17 33 32 12 △ 11 △ 7 △ 12 56 △ 12 1実質単年度収支

実質収支

単年度収支

財政調整基金積立額

財政調整基金取崩額

標準財政規模

区分 年度

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

240 215 187 161 134 121 107 96 83 67

160 141 120 100 81 74 67 62 54 44

80 74 67 61 53 47 40 34 29 23

普通債

減税補填債等
内　訳

特別区債残高
年度

年度区分

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33
公債費 39 33 30 26 22 20 21 16 15 15 13 10 7 6 5



7　今後の財政見通し　　

8　健全化判断比率 ～引き続き適正比率に～

・健全化判断比率（４つの指標）は、財政の健全性や透明性を判断するための材料の一つであり、19年度から
作成し、公表しています。

・28年度における本区の健全化判断比率は、健全な状態にあります。

■　総基金と特別区債（年度末残高）の推計と実績

　本区は、平成29年3月に29年度から31年度までを計画期間とする第3期の基本構想実施計画を策定しまし
た。その中で、今後10年間の財政見通しを示しています。将来にわたり安定的な行政サービスを提供するに
は、今後の行政需要を的確に把握し、その変化にも対応し得る財政基盤を築くことがとても重要であるため、今
後も財政状況を注視してまいります。

（単位：百万円）

■　歳入歳出予算の推計と実績
対象：一般会計当初予算を対象とします。
期間：29年度から38年度までの10年間とします。ただし、29年度は、実際の当初予算額です。

対象：財政調整基金、特定目的基金（減債基金及び介護給付費準備基金（特別会計）を含む。）及び特別区債
　　　の年度末残高とします。
期間：29年度から38年度までの10年間とします。

（単位：百万円）
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＊括弧内の数字は実績値です。
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区分 年度

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

＊括弧内の数字は28年度は実績値、29・30年度は実績見込です。

31,971

(36,924)
25,997 22,271 16,514 15,283
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40241
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特定目的基金
36,382

(42,935)

区分 年度

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

7,955 8,6565,849 6,043 6,420 6,872 7,402 7,815特別区債（年度末残高）
6,696

(6,696)

5,577

(5,145)

5,541

(5,306)

＊括弧内の数字は28年度は実績値、29・30年度は実績見込です。
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